
資料３ 
 

第５次瀬戸市総合計画案のパブリックコメントの実施結果について 
 
１ 実施期間 
 平成１７年９月５日（月）～９月３０日（金）（２６日間） 
 
２ 第５次瀬戸市総合計画案閲覧・配布状況 
（１）配布件数 
  ２１５件（うち窓口配布件数：１００件、審議会委員等配布件数：１１５件） 

 
◆窓口配布件数 

施  設  名 件数 施  設  名 件数 
企画課 ３２ 菱野団地市民サービスセンター ０ 
市政情報コーナー ５５ 瀬戸蔵 １ 
水野支所 １ 文化センター ０ 
幡山支所 ３ やすらぎ会館 ５ 
品野支所 ０ パルティせと ３ 

 
  ◆審議会委員等配布件数 

名    称 部数 
瀬戸市議会議員 ２８ 
総合計画審議会委員 １５ 
各部分野別市民委員会委員 ２３ 
地域福祉計画策定関連委員 ２７ 
公募市民メンバー ２２ 

 
（２）ホームページ閲覧件数 
  ５１９件 
 
（３）配布・閲覧総数 
  ７３４件 
 
３ 第５次瀬戸市総合計画案に対する意見等提出件数 
 ８件（市内：７件、市外：１件） 



第５次瀬戸市総合計画案に関するパブリックコメント一覧 資料４

１  計画の趣旨に賛同するご意見等
番号 概要 市の考え方
１－１ 序論にて本計画の位置付けや、計画の構成が説明され、それに基づく基本構想や基本計画への展開はよく理解

できる。
特に、基本計画において成果目標が設定され、計画の実施評価をする上で良いことである。これは、効率的・効
果的な行政経営が行なわれ始めた一つの成果であると思う。総論的には計画に本来具備されなくてはならない
要素（方針・目標・施策（納期））は盛り込まれており、評価できる内容。

計画案への賛同意見として承ります。

１－２ ｢地域社会のあり方は地域が決め、地域が担う｣という思想に深く賛同する。その町のことは最後は｢その町のも
ん｣が決める、瀬戸市がそのような方向に向きつつあるのは評価する。

計画案への賛同意見として承ります。

２  基本構想案に関するご意見等
番号 概要 市の考え方
２－１ 瀬戸市がこの総合計画をどのように尊重し、市政に反映していくか、その決意表明が欠けている。この計画を市

民と行政との協定書と表現することや、市政に占める位置づけを「上位」と論じるだけでは不十分で、計画実現に
向かって市がどのような決意を抱いているかを明示してほしい。

序論「第２章  総合計画の位置づけ」において、第５次瀬戸市総合計画では、市民と行政が
目指す社会の姿を提示し、達成すべき明確な目標を掲げ、その実現のための道筋を明らか
にしたものであること、また、目標に掲げた水準を達成できたかどうかを常に評価し、目標達
成のために必要な行動をしていく仕組みを計画に盛り込んでおり、計画実現の決意を示して
おります。

２－２ 策定の背景・趣旨の項目に、「２１世紀を展望した本市の目指す姿＝将来像とそれを実現するために市民や行政
が、何をいかになすべきかを明らかにするため・・・」とあるが、『市民が何をいかになすべきか・・・』というのは唐
突ではないか。

行政だけではなく、市民、ＮＰＯ、企業などの地域を構成する様々な主体が地域社会づくりに
参加することにより、より豊かな瀬戸市を実現したいという趣旨から、「市民や行政が、何をい
かになすべきかを明らかにするため…」と表現しております。

２－３ 本計画を市民と行政の『協定書』のような役割を持つという表現は、行政の責任回避（軽減）の便法だと誤解され
る危険がある。

『協定書』については、「市民と行政が真のパートナーとしてともに地域社会づくりを進めてい
く」という考え方で使用しております。

２－４ 総合計画とは、努力次第で達成できる見込みがある町の将来像を複数提示し、それを吟味、選択し、かつそれを
実現するための諸施策が論じられるもので、大きな流れに逆らい、実現の見込みのない目標に向かって泳ぐこと
は徒労であり、結果責任が問われる行政にふさわしいものではない。

基本構想「第１章  社会動向と本市の将来像  第２節  本市を取り巻く状況」において、社会
経済環境等の変化を整理した上で、本市の将来像を設定しております。

２－５ 変わるべき行政のあり方については何ら問わず、市民にのみ変革を要求している節が見られる。健やかなまちづ
くりを行うためには、行政、各関連の機関、市民それぞれが健全に機能した上での連携、協働がなされていること
が大前提ではないか。本来行政が行うべき役割の大部分を市民に肩代わりすることで良しとするのであれば、こ
の計画は非常に問題である。（安全、福祉、教育、環境などは市民のみでは解決できないことも多い）

市民にのみ変革を求めているわけではなく、基本構想「第３章  市民と行政の役割分担」にお
いて示しているとおり、市民と行政のお互いの役割分担を整理した上で、それぞれがその役
割を果たすことにより、「自立し、助けあって、市民が力を発揮している社会」を目指していくも
のとしております。

２－６ ｢行政の役割｣｢市民の役割｣とかの方向性が出されているが、つっこんだ意見交換、実践や実績があって方向性
が示されているように見えない。市民が読みやすく、実行できるように一工夫していただきたい。

基本構想「第１章  社会動向と本市の将来像  第３節  これからの地域社会づくりの方向性」
を整理した上で、市民と行政の役割分担の重要性やその内容についてまとめており、公募市
民メンバー会議や分野別市民委員会、策定会議、総合計画審議会などにおいて議論し、導
いたものです。
また、市民の行動を促すためには、計画の趣旨の周知ついて重要と考えており、効果的な手
法の検討を進めているところです。

２－７ 計画には、理念が述べられているが、行政の枠組みでどのような体制・システムを作っていくのか、何ら具体策
が述べられていない。これでは目標とする数値の達成が見込める根拠には乏しい。

基本構想・基本計画は、市民と行政が協力して実現したい瀬戸市の姿や目標を描いておりま
す。これを固めた上で、基本構想・基本計画に描かれた「目指す姿」や「成果目標」を実現す
るための具体的な実施施策・事務事業などを詳細基本計画として取りまとめる予定です。
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番号 概要 市の考え方
２－８ 財政が緊迫しているためか、サービスの縮小を行う意向のようですが、安全、福祉、教育、環境などの項目につ

いては決して縮小してはならない分野であると思います。

２－９ 「小さな行政」を目指すということだが、ニューオリンズのように弱い者、幼い者を犠牲にするような手法はやめて
いただきたい。福祉に手厚い瀬戸市でお願いする。

２－１０ 基本構想の第４章｢行政の基本方針｣の中で、「第１節  行政の基本方針  ①市民の力を引き出し、自助・共助中
心の社会の仕組みに転換する。行政はその転換を計画的に推進することを使命とし、優先する。」、「第２節  行
政の持つ資源の配分方針  ①重点戦略である自助・共助の強化支援に、優先的に経営資源の配分を行う。」及
び「②行政しか担えない分野、行政が責任を持って供給すべきサービス分野、今まで行政中心で担ってきた分野
については、厳しく精査し、基本的に行政資源の配分を縮小する中で、効率化・創意工夫・「市民・ＮＰＯ・企業と
の役割分担」を行うことで、より大きな成果を追求する。」については、市民にとって直接的影響が予測されるた
め、市民の同意が不可欠である。直接的影響を受ける多くの市民が知らないうちに進められることに反対。全市
民的同意が得られる手立てを講じてほしい。

２－１１ 市民的に共有するという考え方には、まだまだ程遠い感じがする。

２－１２ 基本構想の第１章｢社会動向と本市の将来像｣の「第３節  これからの地域社会づくりの方向性」において、「これ
までの地域社会づくりの手法の継続では、今後の明るい未来はないといってもよいでしょう」とあるが、行政がこ
れまで推進してきていることに不十分さがあっても否定することはないと思う。

この部分の記述については、市民ニーズや社会状況などの変化が起こっているにもかかわ
らず、これまでと同じ対応では、未来は開けないとの趣旨であり、行政の運営手法の否定を
しているものではありません。

２－１３ 基本構想の第１章｢社会動向と本市の将来像｣の「第３節  これからの地域社会づくりの方向性」において、｢最も
大切な」ことは、｢地域社会のあり方は地域が決め、地域が担う｣ということです。このような原則に基づいて・・・｣
としているが、いつからこのことが原則になったのかの説明がない。地方自治法には、制度、行政の進め方及び
議会運営について手続きややり方が定められているが、これらとの関係はどう関わりあっているか。

「地域社会のあり方は地域が決め、地域が担う」という原則については、地域社会のあり方に
ついて、そのコンセプトを描いたものであり、行政運営上の制度、諸手続き、議会との関係な
どについては、引き続き地方自治法に則り行ってまいります。

２－１４ 基本構想の第１章｢社会動向と本市の将来像｣の「第３節  これからの地域社会づくりの方向性」については、基
本計画や詳細基本計画で述べるべきだと考える。

基本構想において瀬戸市として望ましい地域社会づくりの指針を示すものとして、案のとおり
整理しております。

２－１５ p．20：最近、NPO活動やボランティア活動に参加・協力する市民が増えたのは事実であり、市民意向調査による
と「市民の7割の人たちが｢地域社会の一員として貢献したい｣と考えている」としているが、このことから即これら
の活動に参加できると思うことは、あまりにも実態を知らないのではないか。

７割の市民がただちに活動に参加できるとは考えていませんが、そのような意識をもった市
民が７割もいらっしゃることは重要なことであると考えています。できる人ができる範囲で、
日々の生活の中で地域のことを考え行動していただくことを目指したものです。

２－１６ ｐ．114の｢移動に関する市民の満足度｣の基準値が38.1％（H17)となっており、不満であるといわざるを得ない。
また、H16年度の市民意向調査の結果からも現状に対する評価が最も低い項目は｢道路・移動手段の利便性｣で
ある。平成14年には｢市内巡回バスの実現を求める請願署名：約1.7万人｣が提出され継続審査が2回行われた。
今年の2月に開催された福祉懇談会でも、｢ミニバス｣｢巡回バス｣などの要望が多く出された。これを踏まえると、
基本構想第５章第６節は、｢生活交通は立ち遅れている状況を克服して、市民が便利で快適な生活を送っている
社会にする。｣という表現に修正することを提案する。
また、｢移動に関する市民の満足度｣の目標値は、H20－45％、H23－48％、H27－50％にすることを提案する。

基本構想「第５章  分野別の目指す社会の姿  第６節  都市の環境と市民の生活」について
は、都市の環境と市民の生活の分野における目指す姿を記述したものであり、生活交通を
含めた市民生活全般の記述として整理しています。このため、ご提案のような修正はいたし
ません。なお、生活交通については、基本計画「第２部  分野別計画  第６部  都市の環境と
市民生活  ｂ  快適な日常生活の確保」の「行政の果たす役割」において、「市民の要望を把
握し、様々な主体による生活交通手段の確保を図る」こととしております。
また、指標の目標値に関し、今回、実態を把握するために実施したアンケート調査の結果を
取り入れたものについては、根拠を示すことが困難であることから、具体的な数値設定をして
おりません。

２－１７ 今後の厳しい財政状況が予想されているため、真に「小さな行政」を目指すのであれば、瀬戸蔵、パルティせとの
ランニングコストや万博の大皿のための公園整備などについてはあきらめねばならない潔さも必要ではないか。

基本構想第４章「行政の基本方針」で示した資源配分方針に沿った形で行政運営をしてまい
りたいと考えております。

基本構想「第１章  社会動向と本市の将来像  第３節  これからの地域社会づくりの方向性」
で示しているとおり、行政のみならず、市民、ＮＰＯ、企業などの様々な主体が地域社会づくり
の主役となって力を発揮し、相互に理解し、補完しあうことにより、多様化する市民ニーズに
応えることができる柔軟できめの細かいサービスが提供され、地域全体としてより大きな成
果を享受することができるものと考えております。

本計画の策定にあたっては、これまで８，０００人を対象とした市民意向調査の実施、公募市
民メンバー会議や各種団体の代表等を含む分野別市民委員会などで議論を重ねてきまし
た。また、広報や市政情報コーナー、ホームページを通じた情報発信など、策定状況に応じ
た市民意見の反映に努めてまいりましたので、市民意見を十分反映した計画だと考えており
ます。
最終的には、市議会の議決をいただくこととしています。
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番号 概要 市の考え方
２－１８ 第五次総合計画は、平成12年に制定された瀬戸市環境基本計画より環境面で後退したものであってはならな

い。
瀬戸市環境基本計画をさらに発展させ、充実させなければ、これからも多発するであろう新たな環境問題に対処
できる見込みがないが、第五次総合計画と瀬戸市環境基本計画との関係が明示されていない。ひとつの土地に
ふたつの計画が策定されるのであれば、それらの間にどのような関係があるか明示してほしい。もし優先と劣後
の関係があるのなら、いずれが優先しいずれが劣後するのか。あるいは矛盾しないように調整するのであれば、
どのような機関によって調整が行われるのか。そして調整が行われたときに、それは変更を受け入れた側の計画
において、計画変更として記録されるのか、これらのことを明らかにしてほしい。

総合計画は、行政運営における最上位の計画として位置づけられ、環境基本計画はこれを
踏まえた個別計画になります。環境に関しては、基本計画「第２章  分野別計画  第６部  都
市の環境と市民の生活  ａ  良好な環境の継承」にまとめておりますが、現在の環境基本計
画の内容を踏まえた議論をしており、その内容に不整合はありません。

２－１９ 瀬戸市ならではの「自助」「共助」「公助」社会（都市）の姿が描けるような基本構想であらねばならない。
本基本構想で示されている内容は、『コミュニティー政策（ソーシャルキャピタルを形成し地域の問題解決能力向
上・・・）』の内容であり、『瀬戸市の将来像（目指す姿）』ではないと感じる。

２－２０ 本計画の目指すものは「自助」「共助」社会の実現と受け取れるが、これを目的化してよいのか疑問が残る。
「自助」「共助」社会の実現はあくまで政策として、まずは宣言をし、地域問題や行政サービスの棚卸を行ない、そ
れぞれの役割を明らかにすることから始めなくてはならない。それは、それぞれの義務や責任を再確認すること
にもなり、そうしたことに市役所上げて努力すべきだと思う。それは、まさに政策であり、瀬戸の将来像づくりとは
異なるもの。『瀬戸らしさ』を前面に出し、夢のある全市民参画型の計画に修正すべき。

３  基本計画案に関するご意見等
番号 概要 市の考え方
３－１ それぞれの「目指す姿」に対応する成果目標（成果内容）の項目設定は、どのような方法（プロセス）で選定され

ているか。

３－２ それぞれの成果目標に対応する「指標」は、どのような方法（プロセス）で選定されているか。成果内容にそぐわ
ない｢指標｣が設定されているように見受けられるが、是正のプロセスはあるか。

３－３ 人口も税収も頭打ちの状況の中で、瀬戸市が抱えている多くの問題点を理解した上で、その問題への処方箋とし
ての土地利用構想図が描かれなければ、計画を立案する意味がない。
珪砂採掘はあくまでも窯業の副産物として位置づけられるべきものであり、窯業が採掘を必要としていない現在
は施業すべきでない。

３－４ 土地利用構想図が明確な図ではなく解りにくい。詳細な地図に作製し直して提示してほしい。

３－５ 基本計画にある土地利用構想図の赤色ゾーン｢産業資源採取地｣は、事業者の計画では２５年で採掘が終了す
る予定なので、このゾーン指定はおかしいのではないか。

３－６ 採掘跡地について、市街地に近接する200ヘクタールの穴は街づくりの上で避けて通れない問題なので、荒地を
どのように緑化するか、あるいは利用可能な土地に再生させるか、そのための方針を示す計画が必要。
採掘跡地をいかにして産廃処分場への転用を阻止するか、いかにして自然を再生させるか、あるいは住宅地な
どとして利用するか、公園や都市基盤施設を立地するかなど現実的な政策が必要。

基本計画「第１章  計画にあたって  第３節  土地利用」において示しているとおり、採掘が完
了する区域については、緑地を回復するとともに、市街地に隣接する区域については、市民
のふれあいの場としての活用に努めることとしております。

基本構想においては、瀬戸市として望ましい地域社会づくりの指針を示しております。
基本構想において示している「自立し、助け合って、市民が力を発揮している社会」という将
来像については、従来の総合計画にあるようないわゆる「都市像」を示したものではなく、「社
会像」を示したものです。社会の仕組みが変わった状態を「目指す姿」として表現したもので
あり、それはいくつかある中の一つの政策という位置付けではなく、瀬戸市の地域社会の根
幹をなす理念として考えております。

「成果目標」については、「目指す姿」で示した社会の姿を「成果内容」として具体的な状態で
記述するとともに、「指標」として成果内容を数値で表わしたもので、それぞれの分野別市民
委員会において、行政職員と市民代表で協議した上で、設定したものです。なお、その際に
は、市民と行政の役割分担について、具体的な事業を想定した上で臨んでおります。
「指標」については、市民や社会の具体的な状態を直接的に示す数値などがないと判断され
る場合もあり、そうした場合は、満足度や実践度などで代替することとし、別途、アンケートを
実施し、計画に取り込んでいます。さらに、毎年の進行管理とともに、必要に応じ、３年に１回
は基本計画を見直すこととしておりますので、その際に成果内容を見直すことも考えられま
す。

土地利用構想図については、基本構想「第６章  人口と土地利用  第２節  土地利用」で示し
ているとおり、土地が限られた資源であるとともに、市民生活や産業経済活動の基盤であり、
地域の発展や市民生活に深い関わりを持つ貴重な資源であることから、計画的な活用を
図っていく必要があるとの認識のもと、その基本的な考え方を示したものです。
産業資源採取地については、本市の地場産業を支える資源を採取するゾーンとして土地利
用構想上必要であり、採掘後の自然回復などの利用も検討する必要があるため、ゾーンとし
て設定する必要があると認識しております。
なお、より具体的な土地利用に関しては、本総合計画の土地利用構想をもとに、都市計画マ
スタープランで明らかにします。
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番号 概要 市の考え方
３－７ パルティせとは周りと調和がとれず、周辺の町並みから浮いた存在になっている。新しいものを作るより、既存の

物の活用を謳ってあり賛成。これ以上経費のかかる施設は建てるべきではないと思う。
今の瀬戸市に欠けているのものは古い物を守ろうという熱意。町全体を今後どう建築規制し、美しい町にしていく
かが大切な問題。芸術都市瀬戸を目指してほしい。

基本計画第２章「第１部  市民の活力と交流  ａ　まるっとミュージアムの推進による賑わいと
活力の創出｣の中で示しているように、やきもののまちとして落ち着きのある町並みを創出し
景観形成に努めていくこととしています。

３－８ まるっとミュージアムの推進は核であることに異論はないが、実態は中心市街地が対象主体であり、瀬戸市全体
の基本計画という観点からは、施策の一つという位置付けになると思う。
タイトルは、「やきもの文化を中心とする多様な交流」とし、
① まるっとミュージアムの推進
② せともの祭り、招き猫祭りの振興
③ 地域祭りや郷土芸能の観光化推進
④ やきもの文化イベントの積極開催
としてはどうか。

まるっとミュージアムの対象は市内全域であり、様々な地域資源を生かしてまち全体をまるご
と美術館に見立てるものであり、まちに賑わいと活力を創出するための重要な施策と位置づ
けているため、タイトルの修正はしません。
なお、個別のご提案については、事業検討・実施の際の参考意見として承ります。

３－９ ・起業に対して積極的な姿勢や具体的な支援策を盛り込むべきで、成果目標も「創業・開業数」を加えたほうが良
い。
・成果目標の内、製造品出荷額や商品販売額が基準値を維持する数値になっているが、同額は成果目標にはそ
ぐわない。総額は同じでも内容が変わるならば、そのことを目標値にするべきである。

・現段階では、起業に関する「創業・開業数」を正確に把握することができませんので、総数と
して、働いている市民が増えているという成果内容にしております。
・製造品出荷額や商品販売額は大きく落ち込んできており、上向きの目標設定をすることは
現実的ではないと考えられるため、現状維持を目標として設定しています。

３－１０ 計画書では、｢観光客の増加と市民の交流の活性化｣など賑わいを取り戻したいとの意欲が感じられるが、肝心
な交通網の不足がこれらの伸び悩みの一因になっていないか。万博でリニモの陶磁資料館の駅ができたのだか
ら、その足を瀬戸市街地に向けさせ帰りは瀬戸電で帰るといったルートを定着させることを提案する。

事業検討・実施の際の参考意見として承ります。

３－１１ 地域防災力や、事業所の防災力を格付するような仕組みを検討するべきではないか。 事業検討・実施の際の参考意見として承ります。

３－１２ 市民の安全を第一にするのであれば、行政でなくては出来ない橋の耐震性や孤立する可能性のある地域の指
定、交通手段の緊急処置や現存する井戸の確認と保全、避難場所の学校の耐震度の測定などに資源を使い、
災害に強い町にしていただきたい。

３－１３ 基本計画第２章「第２部  市民の安全  ａ　防災体制の強化」の背景に『「自らの生命は自らが守る」「自分たちの
地域は自分たちで守る」との意識で』  とあるが、自宅裏手で採掘事業がなされ、通りに出るためには橋を渡る必
要がある地域では、防ぎようがない土砂崩れや出水などにより橋が崩壊した場合は前もっての防御は難しいと思
う。このような場所は他にもたくさんあるのでこのようなことも考え、市民の意見に耳を傾けていただきたい。

３－１４ 障害児教育について、愛知県では特別支援教育の導入が検討されているが、瀬戸市では具体的にどんな支援
の場を設けることを考えているのか。

具体的な施策や事業については、詳細基本計画の中で示していく予定です。

３－１５ 不登校児への対応については、予防対策としてのスクールカウンセラーの設置、不登校になった児童の居場所
作りとなるフリースクールの奨励、ケアなど具体的な支援対応策が必要と考える。

事業検討・実施の際の参考意見として承ります。

３－１６ ｢市民の教育｣の中で示されている「目指す姿」と教育委員会が明らかにした瀬戸市教育ビジョンとの整合を図る
べきである。

「瀬戸市の教育ビジョンについて」は、瀬戸の教育のあり方についての「瀬戸の教育を創造す
る市民会議」からの答申であり、これを具現化するために、アンケート調査やインターネットで
意見を頂き、また市民との討議を重ね、その行動計画として、「子どもの教育分野」と「市民の
学習・活動支援分野」について、「教育アクションプラン」において具体的な施策に反映してい
ます。今回の総合計画の検討に際しては、アクションプランとの整合を図りつつ進めてきてお
ります。

３－１７ Ｐ75にある【成長に必要な栄養価を充足した給食が提供される】の目標値であるが、10年後でも栄養基準量が全
て満足されないのはおかしい。

献立作成の段階では、栄養価の摂取基準を充足しておりますが、食べ残し等により栄養摂
取基準が満たされていない状況となっております。このため、成果内容を「学校給食により、
子ども達の成長に必要な栄養価が摂取されている」に修正するとともに、指標についても「学
校給食によって実際に摂取した栄養基準量（１１項目）の充足項目数」とし、目標値をＨ２０、
２３年度に小中学校とも９、Ｈ２７年度には小中学校とも１０と設定し直します。

防災につきましては、行政でなければ担えないことは当然責任を持って行ってまいりますが、
基本計画第2部市民の安全の｢ａ　防災体制の強化｣にありますように、災害発生に備えた体
制を強化するとともに、地域の方々の協力により防災力を向上していただくことが、より一層
市民の安全で安心な生活の確保ができるようになるものと考えております。

4/7



番号 概要 市の考え方
３－１８ 基本計画第２章「第３部  市民の教育  ｃ　文化財、郷土の歴史の保存・継承｣の成果目標に｢指定文化財数｣が

22もあがっている。古窯については、現場保存し、学習の場として利用してはどうか。
事業検討・実施の際の参考意見として承ります。

３－１９ 「せとまるっとミュージアム」の意義は理解できるが、古窯や古墳、歴史的遺物に関する適切な保護が謳われて
いない。市民や市外からの来訪者が瀬戸市の窯業の歴史を体系的に学ぶことが出来るように、すべての時代の
代表的な古窯を網羅した文化財指定を進めるべきである。
また馬ヶ城のように高密度な古窯群については、さらに優先して保全のための方策を示すべきである。

文化財の保護等については、基本計画第２章「第３部　市民の教育｣の｢ｃ　文化財・郷土の
歴史の保存・継承｣で示しているとおり、ご意見にあるような視点も含め「文化財が保存・継承
されている」姿を目指していくこととしております。

３－２０ 市側の母子保健の整備はどのようなものか。多くの母親の育児不安を解消するためには、専門的な知識を持ち
合わせた保健師による母子の相談、支援活動が重要。育児観の違いから地域から孤立してしまう母親へのサ
ポートも必要。

事業検討・実施の際の参考意見として承ります。

３－２１ 乳幼児の検診時に発達障害のある子どもの早期発見を行い、早期療育につなげるシステム作り、母子通園施設
などの療育教室の充実、一般保育園の障害児受け入れ、幼児～就学～就労に向けて一貫したサポートを行って
いく療育センターの設立は、これからの福祉行政としては無くてはならないもの。大切なのは建物を造る＝箱を建
設することではなく、正しい専門知識を持った人材の育成、専門医の配置、行政・教育・医療と障害者のいる家庭
をつなぐシステムの構築である。

事業検討・実施の際の参考意見として承ります。

３－２２ 福祉サービスの各地域行政の格差は問題視されているが、それによって受ける立場の市民の生活は大きく左右
されている。ノーマライゼーションの浸透は、福祉基盤の確保こそが、市民の意識とともに何より大切ではない
か。

基本構想「第３章  市民と行政の役割分担  第２節  行政が果たす役割」において示している
とおり、行政が担うべき分野においては、効率的・効果的にその責任を果たすこととしており
ます。

３－２３ 蛇が洞、馬ヶ城などの水源地周辺の森林を厳重に管理するだけでは不十分であり、周辺住民に水源涵養保安
林の機能を周知し、瀬戸市の環境を形成する重要な要素として認識させることが必要である。ときには人々の憩
いの場所として、多くの人が水源の森に触れて、それを大切に思うことができるようにしてほしい。

基本計画第２章｢第５部  都市の基盤」の「ｃ　安全で安心な水の供給｣の「行政の果たす役
割」において、ご意見にあるような視点も含め、水に関心を持つことができるような啓発活動
を行っていくこととしております。

３－２４ 瀬戸市の森林環境は、固有種、希少種も多く、周伊勢湾要素植物群の分布において重要な位置を占めており、
これら貴重な遺伝子のプールを未来の世代だけでなく、現在の世界人類から預かっているという認識に立ち、地
域の特色ある自然の保護に邁進するべきである。
愛知万博やボランティアを通して市内には環境問題に関心を持つ多くの市民がいるので、それらの人を資源とし
て利用することを恐れずに進めてほしい。

３－２５ 市の環境基本計画の啓発に努めるとされているが、啓発以前に今年度は自らその計画を反故にするような開発
が紺屋田・印所地区で行われた。瀬戸市では市全体の３分の１が、鉱業のための採掘対象地であるが、採掘の
主な資源とされる珪砂の利用は滞りが見られ、実際の採掘目的の意味自体が問われているとも聴いている。そ
のような現実と、採掘される予定の地の自然環境について、この計画からはどのように考えていくのかが見えな
い。
・瀬戸の自然についての資料としては、「瀬戸市史資料編二　自然」があるが、それ以外に市全域の自然環境の
調査、保護すべき生態系の把握はどのくらいしているのか。環境を守るためにはまずそのような調査を市と、環
境に携わる市民、各専門家と共に行い、保全策についても定期的に協議を行っていくべきである。
・万博計画で、海上の森が守られたことの意味は、その森自体のみの問題ではなく、他の地域の森や川の環境
をどう市民と共に守っていくのかの問題でもある。
・在来の生物の存在を脅かす外部から持ち込まれた外来生物についての対応も、当然計画の中には盛り込まれ
るべきである。

３－２６ 瀬戸市は資源採掘、産業廃棄物、不法造成に寛大すぎるので、環境は悪化する一方だと思う。
「産廃銀座」「処分場拡張」の事をもっと官民が考えなければ、良好な環境の継承は難しいと思う。

環境に関しては、基本計画第２章第６部「都市の環境と市民の生活」の「ａ  良好な環境の継
承」において、「将来の世代に良好な環境が引き継がれている」姿の実現を目指していくもの
としております。
・個別のご意見については、事業検討・実施の際の参考意見として承ります。
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番号 概要 市の考え方
３－２７ 自然環境の保全について、基準値０で、１０年後に保全区域を４箇所にするとの目標設定は、昨今の情勢を考慮

するとき、遅きに失する恐れがある。
市内には、定光寺全域、海上の森、馬ヶ城水源地、上半田川流域、オオサンショウウオの生息する下半田川流
域など全国的レベルで保護すべき自然が多いことから、該当する地区のみを保全するのではなく、周辺一帯をま
るごと保全する施策が必要。

基準値については、１の誤りでした。お詫びして訂正します。
自然保全区域の指定については、土地利用に関連する各種法規制の問題なども考慮する
必要があるため、現在のところ１０年で４箇所が最大限の目標設定であると考えております。
具体的な方策については、事業を行っていく中で、検討してまいります。

３－２８ 瀬戸市では、他市では分けられるべきプラスチックや不燃ゴミも可燃ゴミと一緒に捨てられている。市民一人一人
がどれほど減量に心がけていても、リサイクルできる機能、循環できるシステムが市の方で無ければ、目標達成
は難しい。

可燃ごみと不燃ごみの分別は行っています。
基本計画第２章「第６部  都市の環境と市民の生活」の「ａ  良好な環境の継承」において、リ
サイクルの実践、ごみ減量を目指していくこととしております。

３－２９ 市役所として、ＩＳＯ14000の認定取得をしたが、その後の活動は積極的であったとは言いがたい。事業所、学校、
家庭で環境リテラシーを高める施策を盛り込むべきである。

基本計画「第２部  分野別計画  第６部  都市の環境と市民生活  ａ  良好な環境の継承｣の
市民と行政の役割分担において示しております。

３－３０ Ｐ113の「市民の果たす役割」に、エコマネーの記述があるが、これは個人や家庭ではなく、地域・ＮＰＯ・企業など
の役割ではないか。

ご意見のとおり、エコマネーに関する記述は地域・NPO・企業の役割に位置付け、修正しま
す。

３－３１ ｢公平・公正な課税と収納｣の成果目標として、市税収納率が現状89.65％を、95％にすることにしているが、目標
値は100％に設定するべきではないか。これは市民の義務であり、100％収納を当たり前のこととして認識しない
と「自助」「共助」社会の実現は難しい。

市税収納率については、１００％であることが当然だとは認識しておりますが、現状を分析す
る中で実現可能な目標設定をしております。

３－３２ 瀬戸市では、市街地ですでに職住が混在していることから、むしろ職住をいかに分離するかに力点を置いて考え
るべきではないか。脱窯業・脱鉱工業の傾向を積極的に評価し、ベッドタウンとしての価値、利便性に配慮し、都
市からの流入者によりよい生活環境を提供することが大切なのではないか。

雇用確保を含めた産業振興と住環境の整備については、それぞれのバランスをとる方向で
進めることとしており、産業に関しては基本計画「第２章  分野別計画  第１部  市民の交流と
活力  ｂ  市民の豊かな生活を支える働く場の確保と就業環境の整備」において、住環境の
整備に関しては、基本計画「第２章  分野別計画  第５部  都市の基盤」において、それぞれ
目指す姿を記述しております。

４  その他ご意見等
番号 概要 市の考え方
４－１ パブリックコメントの手続きに関して、一回だけのやりとりで終わるのではなく、継続して質疑し、相互の認識をす

り合わせることができる態勢がほしい。
本計画の策定過程においては、その段階に応じて市民意見を反映させており、このパブリッ
クコメントの手続きは最終段階で広く市民意見を求めることを目的として実施したものです。
計画策定後にも継続的に成果目標の進捗管理を行い、その結果を市民の皆様に公表し、ご
意見をいただく取り組みを続けてまいります。

４－２ ・詳細基本計画をパブリックコメントの対象から外した理由は何か。
・詳細基本計画(案）はいつ私達に公開するのか。
・詳細基本計画(案）に関するパブリックコメント募集は行われるか。
・第５次瀬戸市総合計画はいつ市議会に上程されるのか。

・詳細基本計画については、「目指す姿」や「成果目標」の実現のために行政が責任を持って
担う部分の実行計画との位置づけであるため、パブリックコメントの対象とはしていません。
また、現在策定作業中であり、第５次瀬戸市総合計画として、１７年度中に一括して公表して
いく予定です。
・基本構想の議会上程は平成１７年１２月議会を予定しております。
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番号 概要 市の考え方
４－３ ・総合計画審議会とは、どのような組織か。

・分野別市民委員会とは、どのような組織か。
・都市経営のマネジメントサイクルにおいて、｢成果報告書を公表し、市民の意見を聴く｣と記載しているが、どのよ
うな方法で行われるのか。

・総合計画審議会は、総合計画策定に係る諮問機関であり、市民の代表及び学識経験者等
で構成されています。
・分野別市民委員会は、市民とともに議論するワーキンググループであり、公募市民メン
バー、各種団体代表、行政職員で構成されています。
・成果報告書は冊子としてとりまとめ、分かりやすい形で公表し、市民の皆様の意見を募る予
定です。

４－４ 計画の連続性の視点から、第４次総合計画を総括し、評価・課題を明らかにするべきである。
また、第４次総合計画で課題とされた事項について施策の判定をするべき。
さらに、第４次総合計画で示されている構想について進捗状況を明らかにするべきである。

第４次瀬戸市総合計画で掲げた課題については、今回の計画策定過程及び進捗状況を整
理する中で、基本計画「第２章  分野別計画」において、それぞれの「目指す姿」に織り込ま
れております。
なお、第４次瀬戸市総合計画で掲げた構想に関しては、それぞれの進捗状況に応じて公表
されております。

４－５ 自助、共助の社会は今後実現すべきものではあるが、こうした精神や、具体的な実施項目を早く市民に理解、認
識させ、行動化する方策が必要である。

４－６ 本計画の実施に当たっては、市民（事業所）と行政の役割分担を明確にし、市民に対して、義務遵守はもとより、
自分のため地域のために仕事（あるいは奉仕）をお願いするものであり、このことに対して、いかに多くの市民か
ら共感が得られるかが鍵となるので、基本構想をまず宣言し、理解を得るための機会を設けるべきである。

４－７ 計画の策定について、説明は市側からは行われないというが、このままでは不十分すぎる内容であり、各項目に
ついて関わる市民ほか一般からの幅広い意見を更に聞き、計画を作り直していくべきではないか。

本計画の策定にあたっては、これまで８，０００人を対象とした市民意向調査の実施、公募市
民メンバー会議や各種団体の代表等を含む分野別市民委員会などで議論を重ねてきまし
た。また、広報や市政情報コーナー、ホームページを通じた情報発信など、策定状況に応じ
た市民意見の反映に努めてまいりましたので、市民意見を十分反映した計画だと考えており
ます。

４－８ 住民説明会の実施をお願いする。 住民説明会を行う予定はありませんが、計画の趣旨の周知については重要と考えており、効
果的な手法の検討を進めているところです。

４－９ 瀬戸市は行政主導でまちづくりを進めている。もっと他の機関を効果的に活用すべきである。
まるっとミュージアムも、会議所には市役所にはない「コマーシャルマインド」があるので、本来ならば会議所主導
で推進する方が効果的だと思う。

事業検討・実施の際の参考意見として承ります。

４－１０ 狭い道路は情緒があるが、もう少し交通規制をして一方通行などを作らないと高齢化社会を考えると危険であ
る。信号機も不合理な切り替わりは交通渋滞に拍車をかけているので、見直しをしてほしい。

ご意見として承ります。

４－１１ 町から一歩離れると産廃銀座があり、このような施設は必要だが、全国から持ち込まれるのは安全な生活をおび
やかすので、市が積極的にかかわらなくてはいけない。

ご意見として承ります。

計画の趣旨の周知については重要と考えており、効果的な手法の検討を進めているところで
す。
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